
１ 地方版官民連携プラットフォーム事業

地方公共団体（市区町村）を対象として、各地域の
実情に応じた関係者間の連携・協働体制の構築や孤
独・孤立対策の推進等に係る支援を行い、その取組プ
ロセスや成果を取りまとめ、全国展開を図ります。

２ 地域における孤独・孤立対策に関するＮＰＯ等の取
組モデル事業

ＮＰＯ法人や社会福祉法人等非営利団体を対象とし
て、日常生活環境での緩やかなつながりや居場所づく
りに関する先駆的な取組に係る支援を行い、その取組
プロセスや成果を取りまとめ、全国展開を図ります。

○ 誰にでも起こり得る孤独・孤立の問題に対しては、
既存制度を通じた課題解決に加え、地域の多様な主体
の連携を通じた日常生活環境での緩やかなつながりや
居場所の確保が、予防や早期対応の観点からも重要で
す。

〇 このような活動の拡大を図るためには、地方公共団
体（市区町村）が構築する関係者の連携・協働体制の
下、ＮＰＯ等が主体となった取組が必要ですが、「孤
独・孤立対策推進のための官民連携の枠組み」や「日
常生活における対応」の具体的なイメージやノウハウ
の蓄積が不十分です。

〇 このため、官民連携プラットフォームのモデルとと
もに、日常の様々な分野における「緩やかなつながり
づくり」に係る取組モデルを構築し、その成果の全国
展開を図ります。

地域における孤独・孤立対策モデル調査（孤独・孤立対策担当室）
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○ 新しい政策分野である孤独・孤立対策の連携モデル
や取組モデルの蓄積が進み、多様な担い手が育成され、
地域における孤独・孤立対策が加速化されます。国 民間団体
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